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要  旨 

 
H17年度に，「海の自然再生に向けたパネル展」を開催し，全国13事例の収集・検討を進めた．H18年度に

は，「第 2 回 海辺の自然再生に向けたパネル展」を開催し，藻場・干潟・サンゴ礁などの再生技術の適用事例

を37事例収集・検討を進めた． 
本パネル展の報告書には，①海辺の自然再生への取り組み方（仕組み）と，②海辺の自然再生に利用できる

技術，研究成果が容易に参照可能な形で取りまとめられた．自然再生の参考となる事例の取りまとめ方として，

ヒアリング（アンケート），パネル作成，パネル展示会場でのディスカッション，冊子としてのとりまとめとい

う一連の方法論が確立された． 
 

キーワード：海辺，自然再生，システム化，技術開発，藻場，干潟，サンゴ礁 
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Synopsis 
 

Panel exhibition titled “Coastal Ecosystem Restoration” was held FY2007.  Thirteen case-studies were 
presented.  In the next year (FY2008), panel exhibition of “2nd Coastal Zone Ecosystem Restoration” was 
held.  Thirty seven case-studies were presented. 

Reports of these exhibitions contain examples of 1) systematic approach, and 2) techniques available 
for ecosystem restoration.  These integrated way of exhibition (interview, paneling, discussion at the panel 
session and report building) established for case study assemblage. 
 
Keywords: Coastal zone, eco-system, habitat creation, system approach, R&D, seagrass meadow,  

tidal-flat, coral reef 
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1. はじめに 

 
自然の変動や影響伝播を考慮した新たな計画手法や管理手法であ

る包括的計画・順応的管理を対象として，先進的・先駆的事例を収

集し，・環境の把握の方法，目的の設定の方法，関係者との合意形成

などの整理・環境計画手順，関係者との情報共有手法の整理，科学

的知見に基づく検討手法の検討等を行うことを目的とする． 

H17年度には，「海の自然再生に向けたパネル展」を開催し，全国

13事例の収集・検討を進めた．H18年度には「第２回 海辺の自然再

生に向けたパネル展」を開催し，藻場・干潟・サンゴ礁などの再生

技術の適用事例を３７事例収集・検討を進めた． 

 
2. 海の自然再生に向けたパネル展（第１回 海辺の自然再

生に向けたパネル展：付録Ａ） 
 
「海の自然再生に向けたパネル展」は，国総研と海辺つくり研究

会の共催により，国際ワークショップ「東京湾の生態系の再生を目

指して（平成17年12月25日～27日：はまぎんホール）」の企画

パネル展として実施されました．このパネル展は，海辺の自然再生

は，河川や都市の再生といった取り組みと比較すると，まだまだ立

ちおくれているという現状であるということが否めないという立

場に立ち．一番欠けている点としての，関係者との関係のつくり方

や，実際の自然再生を進めていく仕組みづくりについて，広範な（海

辺だけでない）活動，仕組み，取り組みについて，先進的，先端的

な事例に学ぶこととした．北海道から九州まで，日本全国から１３

の事例の事例を厳選し，各事例について，アンケート形式でヒアリ

ングを行った．その中で，活動の目的や，活動場所の特徴，活動の

頻度や関係者（だれが，どんな人と，どのような関係を持って活動

しているか等）について整理し，提供された図面・写真などととも

に，展示パネルを作成した． 

参加者により，自然再生のために忘れてはならないことを整理し

て，以下の項目を抽出した． 

 自然再生は，人と自然をつなぎ合わせることと理解す

る 

 かかわる人は， 

 個人的な仕事としてではなく，組織としての取り

組みを心がけるでも，組織を作るだけでなく，汗

を流すこと，発表の場所（自己表現の場）がある

こと等も大切 

 ネットワーク化のために， 

 予期せぬことを仕掛け，アクセントとする協議会

とか，何とか研究会は，かたくなりがち各人の想

いが実は共通であることをよりどころに 

 かかわり方の仕掛けとして，活動への多様な係わり方

を用意する 

 自由に使える場所や施設も，重要な要素見て，さ

わって，私たちができることを考えられるように 

 

3. 第２回 海辺の自然再生に向けたパネル展（付録Ｂ） 

 
第2回となった，「海辺の自然再生に向けたパネル展」は，平成

18年12月1日～2日に横浜市立大学エクステンションセンターお

よび，金沢八景校舎で開催されたアマモサミット・プレワークショ

ップの中で同実行委員会と国総研の共催で実施された企画パネル

展である． 

海辺の自然再生を推進する「手法開発」「技術開発」に焦点をあ

て，今の技術レベルでは，どんな干潟・藻場・サンゴ礁の再生が可

能か？という点を浮かび上がらせるために，パネル毎に各技術の目

指す目標や，適用の際に考えなくてはならない条件，技術の熟度と

いった情報をとりまとめ，統一フォーマットのパネルを作成展示し

た． 

パネル展示の後，パネル展のアマモサミット・プレワークショッ

プ実行委員，横浜市立大学の学生で「ふりかえり」を行い，技術の

現状について，「個別技術開発，研究プロジェクト，パイロット事

業という段階を経て，自然再生のための技術が開発されている．す

べてを網羅しているものではないが，多くの視点・方法が試されて

いて，干潟や藻場を造成するために必要な技術は，確立されつつあ

る．しかし，海の自然再生を総合的に進めていくための，技術の組

み合わせ（技術の統合：ベストミックス）や利用するための工夫，

事業の中で技術を利用していく総合的な仕組み・システムとしての

視点がまだ足りないようである．」とのメッセージが取りまとめら

れた． 

 

4. おわりに 

 
 本プロジェクトにおける報告書には，①海辺の自然再生への取り

組み方（仕組み）と，②海辺の自然再生に利用できる技術，研究成

果が容易に参照可能な形で取りまとめられた． 

自然再生の参考となる事例の取りまとめ方として，ヒアリング（ア

ンケート），パネル作成，パネル展示会場でのディスカッション，冊

子としてのとりまとめという一連の方法論が確立された． 
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多くの情報に埋もれながらも，しっかりと自分に関係あることとし

て受け止めて考えていただきました．記して，その労を讃えたいと

思います． 

（2008年2月14日受付） 
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付録 A: 第１回 海辺の自然再生に向けたパネル展報告冊子抄録 

本文（B4版36ページ）は，http://www.ysk.nilim.go.jp (港湾環境情報)から入手可 
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付録 B: 第2回 海辺の自然再生に向けたパネル展報告冊子 

本文（B4版48ページ）は，http://www.ysk.nilim.go.jp (港湾環境情報)から入手可 
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